
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度 事 業 報 告 書

泣塑屋塾星i勤五生_」ヨ豊二立』コ:当:塑I菫:五

1 事業の成果 当研究所は、平成30年度も豊かな地方自治を実現するために、学習、研究、調査、

提言を行ってきた。憲法連続講座等学習会、その他の研究会を継続して行い研究の成果を公表し、改

憲の動きについて検討し意見書にまとめて配布した。また月一回の機関紙「つうしん」の発行を行い、

研究会の内容等の記録・紹介を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3,668】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
者

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象
者
人数

事業
費
(千

円)

講座、研究会等

による憲法及

び豊かな地方

自治のあ り方

についての学

習事業

憲法及び豊か

な地方 自治の

あ り方 につい

ての調査研究

事業

豊かな地方 自

治 を増進す る

ための調査研

究事業

地方 自治の具

体的諸施策 に

憲法連続講座として豊かな

地方自治を実現するための

憲法に関す る基礎的な学

習 。研究を行った

2018年 5月 ,6月 ,7

月 ,8月 ,9月 ,10

月,11月 ,12月 ,

2019年 1月 ,2月 ,3

月の各月 1回

ゆのした市

民交流セン

ター,五 日

市憲法資料

館

6人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

236
人

333

学習会「日本史」講座として

諸説 日本史研究の読解、検

討を行った

2018年 4月 ,5月 ,6

月 ,7月 ,9月 ,10

月,11月 ,12月 ,12

月,2019年 ,2月 ,3

月の各月 1回 と1月

の 4回

ゆのした市

民交流セン

ター

5人 憲 法及 び地 方

自治 と歴 史 に

関心 の あ る一

般市民

の ベ

105
人

25

映画をみて語る会として文

化的な活動を通じてさまざ

まな市民が研究所で交流で

きるようにすることを目的
とした映画鑑賞と鑑賞後の

懇談を行った

2018年 4月 ,6月 ,9

月,2019年 2月 の

各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲 法及 び 豊 か

な地 方 自治 と

映画 に関心 の

ある一般市民

の ベ

50人

25

定例研究会 として問題提起

的テーマ、課題別重要な時

事問題を検討 した

2018年 4月 ,5月 ,6

月,9月 ,10月 ,11

月,2019年 1月 ,2

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ンター

,

生活・保健

セ ンター
,

日野 市 民

会 館 会 議

室

6人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

の ベ

126
人

229

教育研究会 として教科化さ

れる道徳の課題や実践、教

育現場の実態などについて

調査、検討 した

2018年 4月 ,5月 ,6

月,7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2019年 1月 の

各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

ほか

5人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 と

教 育 に関心 の

ある一般市民

の ベ

100
人

25



ついての調査

研究事業

行政、市民等を

対象 に した憲

法及び豊かな

地方 自治 のあ

り方 について
の提言事業

地域医療研究会 として地域

包括ケア、介護保険制度の

改正、貧困問題、生活支援サ
ポーター等についての研究

を行った

2018年 4月 ,5月 ,6

月 ,7月 ,9月 ,10

月,12月 , 2019年
1月 ,3月 の各月 1

回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

ほか

5人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 と

医療 に関心 の

ある一般市民

の ベ

58人

25

9条 と基地を考える研究会

として軍事産業及び防衛装

備庁、日米安保をアジアは

どのように見ているか等に
ついて研究した

2018年 4月 ,5月 ,21

日,7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2019年 1月 ,2

月,3月 の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

の ベ

39人

25

都市計画研究会として北川

原公園問題、住民監査請求、
土地区画整理事業及び道路

問題等について研究した

2018年 4月 ,5,6

月 ,7月 ,8月 ,9

月 ,10月 ,11月 ,

2019年 2月 ,3月 の

の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

ほか

3人 憲法及 び豊 か

な地 方 自治 と

都 市計画 に関
心 の あ る一般

市民

の ベ

60人

25

原発勉強会 として原子力発

電所のしくみ、電力会社の

歴史を学び、福島第一原発

事故の概要、被害実態等に
ついて研究した

2018年 4月 ,5月 ,6

月 ,7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2019年 1月 ,2

月,3月 の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 と

原発 に関心 の

ある一般市民

の ベ

79人

25

改憲問題プロジェクトチーム

として改憲の動きについて

検討 し、意見書にまとめ配

布 した

2018年 6月 ,9月 の

2回で取 りまとめ、

9月 に公表

ゆの した

市 民 交 流
センター

3人 憲 法 に関心 の

あ る一般 市 民

と行政関係者

201
人

35

地方 自治に関
する情報等の

収集・保存・提
供事業

豊かな地方 自

治 に関す る研

究成果の公開・

出版等の普及

啓発事業

研究所の機関紙 「つ うしん」
として、憲法講座や定例研

究会、各研究会の活動内容
の記録、会員内外の発言な
どを掲載、発行 した

2018年 4月 ,5月 ,6

月,7月 ,8月 ,9月 ,

10月 ,11月 ,12月 ,

2019年 1月 ,2月 ,3

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

6人 会員 及 び 寄附

者 と講座 参加

者

200～250部 (月

毎)

の ベ

2028
人 2326

研究所 15周年記念事業の際
に行われた憲法 トークを基
にブックレッ トを発行。内

外に普及活動を行った。

2018年 5月 発行 ゆ の した

市 民 交 流
センター

8人 憲 法及 び豊 か

な地 方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

590
人

558

豊かな地方 自治に関する研

究成果である叢書の普及を

図った

随時 ゆ の した

市 民 交 流
センター

2人 既 発 行分 の購

入者

1人

12

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業費
(千 円)



軍
呉
尋
Ｎ
壼
愚
琴
嬬
籍

霄
ぎ
ぎ
軍
黒
憲
櫻

書式第13号（法第28条関係）

2018年度活動計算書

2018年4月 1日から 2019年3月 31日まで

特定非営利活動法人日野・市民自治研究所
(単位：円）

科 目 金 額

I 経常収益

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
当期入会金

2受取寄附金
受取寄附金

3受取助成金等
受取補助金

4事業収益
普及啓発事業
地方自治・憲法事業収益
研究会事業収益
情報提供事業収益

5 その他収益
受取利息
雑収入
棚卸差益（ブックレット在庫）

経常収益計
Ⅱ経常費用

1 事業費
(1)人件費
給料手当
人件費計

(2)その他経費

通信費
旅費交通費
事務用品費
印刷製本費
原稿料
調師謝礼
会場費
支払手数料
地代家賃
水道光熱費
減価償却費
普及用番鰭
その他経費計

事業費計
2管理費
(1)人件費
給料手当
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
通信費
旅費交通費
事務用品費
印刷製本費
支払手数料
地代家賃
水道光熱費
減価償却費
雑損失
調査資料費
その他経費計

管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ経常外収益

経常外収益計
Ⅳ経常外費用

棚卸資産徐却損
経常外費用計
経常外損益計

税引前当期一般正味財産増減額
税引前当期指定正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額

前期繰越一般正味財産額
前期繰越指定正味財産額

次期繰越一般正味財産額
次期繰越指定正味財産額

2,317,500

105，500

5，000

617，340

0

0

106,500

49,907

237,700

40

10，818

157,850

1,332.740

1,332,740

176,416

153，000

54,056

450,730
0

2,000

7，200

0

768,000

192,000

485,370

46，170

2,334,942

1,344,140

0

1,344,140

121,047

107, 184

172, 165

10,694

1,742

192,000

48,000

121,342
0

0

774,174

0

2,428,000

617,340

394，107

168,708

3,667,682

2,118,314

０
０

3,608,155

5,785,996

-2,177,841

0

2,177,841
0

2,177,841
0

一
一

9,880,310

369,186

7,702,469
369,186





書式第 16号 第 28条関係 )

2018年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 日野・市民自治研究所

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2011年 11月 20日  NPO法 人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は期末在庫数量の製本原価を資産計上し、評価方法は個別法としています。

(2)固定資産の減価償却の方法

定額法による

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
・該当なし

(6)消費税等の会計処理
・内税処理

2.事業別損益の状況

合 計事業部門計 管理部門
研究会事業 事業

科 日
発及

業事

2,428,000

617,340
0

0

0

2,428,000

617,340
0

394,107

0

168,708157 850

237,700

0

157,850

106,500 49,907

3 056 198 608,155395 550 551 957106 500 49 907

2,676,880
0

0

1,332,740

0

0

1,344,140

0

0

128,394 129,994 123,397950,955

2 676 8801 332 740 1,344 14012 394 129,994 397123950,955

121,047

107,184

0

172,165

10,694

0

0

0

0

0

1,742

192,000
48,000

121,342
０

０

０

０

０

０

０

297,463

260,184
0

226,221

76,605

384,819

0

2,000

0

7,200

1,742

960,000
240,000

606,7

1,866

384,819

13,734

46,170

176,416

153,000

0

54,056

65,911

384,819

0

2,000

0

7.200

0

768,000

192,000

485,370

160,474

614,400
153,600

388,296

27,854

30,156

90,000

76,800
19,200

48,537

6,994

12,585

19,208

21,304

■
）

ｎ
〉

（υ

2,000

7,200

76,800
19,200

48,537

2 334 942 774 174 3 109 116259 457 446,5891 374,780 254 116

3 667 682 118 3142 5 785 996389 451 569 986325 735 382 510

937 884 -2 177 841-339 544

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.什器備品受贈益
6.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

福利厚生費
人件費計

(2)その他経費

通信費

旅費交通費

施設等評価費用

事務用品費

印刷製本費
フ・ックレット作成費

原稿料

講師謝礼

講演会用頒布品

会場費
支払手数料
地代家賃
水道光熱費
減価償却費
支払保険料

雑損失
雑費
調査資料費
修繕費
普及用書籍

棚卸資産徐却損
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■Z匝□回 1■臣囮回回 ■■曰四□国■田亜曰四



3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単位 :円 )

内容 金額 算定方法
該当な し

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は8,071,655円 ですが、そのうち369,186円 は、下記のように使途が特定されています。

(単位 :円

5.固定資産の増減内訳

円

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明 らかにするために必要な事
項

事業費 と管理費の技分方法
共通経費は事業費 5(普及啓発事業75地方自治学習事業10研究会事業10情報提供事業5)管理費 5で按分 し、家賃・光
熱費・減価償却費・修繕費は面積比率に応 じ事業費 8管理費 2の按分で計上 している。
その他の事業に係 る資産の状況

該当な し

8

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考
369,186 369,186

0Ⅸ週 匝B

9条 と基地を考える研究会

合計 369,186

…

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

4,640,621

1

121,824

1

4,640,621

1

121,824

1

4,093,500

269,294

243,648

319,191

4,094,821

1

60,912

1

有形固定資産
建物

什器備品

什器備品(紙折機)

オーディオ

無形固定資産
なし

投資その他の資産

なし

合 計 4,762,447 4,762,447 4,925,633 4,155,735

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
借入金 600,000 600,000
長期借入金

600,000合計 600,000

科 目
計算書類に
計上 された

金額

内役員及び

近親者 との

取引

617,340 296,875

617,340 296,875

(活動計算書)

受取寄附金

活動計算書計

(貸借対照表)

未払金

貸借対照表計





書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度年間役員名簿 〈前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における●酬の有無を

“

●した名簿)

宣趣堅塁塁塾五生I』二立1國当型盤匝

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

氏   名

1
・監事

タイラ カズモ ト

平 和元

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

2

/~ヽ

く壁ナ監事
イケダ マサヨシ

池田 正好

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

3

/｀ヽ

短多
"監

事
クボタ ユキヨシ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月 日

日年 月窪田 之喜

4

ヤマモ ト テツコ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年 月

月

日

曰年山本 哲子

5

′
~ヽ

(ジ
・監事

アオヤギ タミエ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月 日

日月青柳 多美江

6

/~ヽ

雙りヵ監事
イチハラ サ ト

市原 聡 子

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7

′
｀
ヽ

R::ッ
・監事

コウ ビチン

洪 美珍

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8

⌒

(3"監事
コバヤシ ヤマ

小林 和

30年 4月 1日

31年 3月 31日

午 月 日

月年 日

9

⌒

健り
・監事

スミダ シグオ

隅 田 繁雄

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月  日

月年 日

10

⌒

∪
・監事ナカタニ ヨシユ

中谷 好幸

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

′
~ヽ

り鑑事



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )氏   名

11

⌒

Qョ

"監

事 ナカノ アキ ト 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日中野 昭人

12

⌒

Ч〕
"監

事
ハタノ ノリオ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日波多野 憲男

13

′
~ヽ

健2)監事
'z)>l ) =>:z

松尾 純子

30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

14

/~ヽ

cョ舛監事
ミフ トオル 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日三輸 徹

15 に」
_ヽ′

監 事

アルガ セイイチ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日有賀 精一

16

/~ヽ

くりヵ監事
オガワ  ヒロミ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小川 宏美

17

⌒

(ジ
・監事

サイ トウ ヨシ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日齋藤 淑人

18

/~ヽ

理事・∪
キムラ マサ ミ 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日木村 真実

19

/~ヽ理事・∪
=?y jr^1 30年 4月 1日

31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小松 幸平



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定書■利層由送人_日璧
=工

E自ぬユ8ユ

住 所 又 は 居 所氏   名

平 一九
ｎ
［

手
ｒ

2 池田 正好

窪田 之喜3

4 山本 哲子

青柳 多美江5

6 市原 聡子

7 洪 美珍

小林  禾ロ
8

9 隅田 繁雄

中谷 好幸10

11 波多野 憲男

12 三輸 徹




